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1 ――― 先月までの動き 

 年金事業管理部会は、委員の３分の１が交代し、日本年金機構の2020年度の取組状況などについて

報告を受けた。年金記録訂正分科会は、年金記録の訂正の状況について報告を受けた。年金数理部会

は、厚生年金財政の第１号被保険者部分と国民年金財政および基礎年金財政について、2020年度の状

況を確認した。 

 

○社会保障審議会 年金事業管理部会 

12月4日(第58回)  日本年金機構の令和２年度の取組状況、その他 

URL https://www.mhlw.go.jp/stf/kanribukai-siryo58_00001.html (資料) 
 
○社会保障審議会 年金記録訂正分科会 

12月20日(第9回)  年金記録の訂正に関する事業状況（令和２年度及び令和３年度上期概況） 

URL https:/www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/newpage_00014.html (資料) 
 
○社会保障審議会 年金数理部会 

12月24日(第90回)  令和２年度財政状況について―厚生年金保険（第１号）ほか 

URL https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000198131_00020.html (資料) 

 

2 ――― ポイント解説：コロナ禍に伴う保険料免除等による、将来の年金額への懸念 

 事業管理部会では、2020年度の取組状況の一環としてコロナ禍への対応状況が報告された。本稿で

は、対応内容を確認し、今後の影響を考察する。 

1｜コロナ禍への対応内容：国民年金保険料の免除や厚生年金の標準報酬月額の特例改定(引下げ)等 

 公的年金制度におけるコロナ禍への対応の１つは、国民年金保険料の免除・猶予・学生納付特例の

臨時特例である。コロナ禍の影響で免除相当まで所得が低下する見込みがある場合に、簡易な手続き

で国民年金保険料の免除などを受けられる。2020年5月1日に受付が始まり、本稿執筆時点では2021年

度分についても実施されている。 

 厚生年金では、まず、事業主に対する厚生年金保険料の納付猶予の特例が実施された。コロナ禍の
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*1 その後も猶予を受けたい場合は、通常の猶予を申請することになる。 
*2 全額免除のほか、3/4免除、半額免除、1/4免除があり、各期間に対応する年金額は保険料を全額納めた場合の5/8、6/8、

7/8。つまり、保険料を全額納めた場合の半額は保険料の納付割合に関係なく支給され、残りの半額は保険料の納付割合に
比例する。なお、産前産後期間に対する免除制度では、保険料は全額免除されるが、年金額は全額納付と同じ扱いとなる。 

*3 2年度以上前の保険料を納める際には、2年度以内に納めた場合よりも保険料額が高くなる(加算率は新発10年国債利率を勘
案して決まる。例えば、2021年度に2018年度の保険料を納める場合は、2020年度までに納めた場合と比べて約0.1％高い)。 
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影響で事業等の収入が相当に(概ね20％以上)減少した場合に、担保や延滞金なしで１年間の猶予を受

けられる。2020年4月30日から施行され、2020年分を対象に2021年2月末まで申請を受け付けた*1。 

 また厚生年金では、個々人の保険料額の算定基礎となる標準報酬月額について、特例改定も実施さ

れている。休業手当の支給など休業で給与が著しく低下した場合、通常の随時改定では低下の４月目

に改定されるが、特例改定では翌月に改定され、保険料の金額も下がる。2020年6月26日に受付が始ま

り、本稿執筆時点では2021年12月までの減給を対象に2022年2月末まで届出を受け付けている。 

 受給者については、障害状態確認届(診断書)の提出期限延長が実施されている。 

2｜コロナ禍対応の影響：個人の将来の年金額が減少する要因に 

 これらのコロナ禍への対応は、規模感から考えると年金財政には大きな影響を与えないが、個人に

は一定の影響がある。保険料の猶予は一時的な延納に過ぎないが、国民年金保険料の免除や厚生年金

の標準報酬月額の特例改定(引下げ)は将来の年金額に影響するため注意が必要である。 

 国民年金保険料を納付すると将来に基礎年金を受け取れるが、基礎年金の金額は保険料の納付月数

に比例し、基礎年金の財源は保険料と国庫等の負担で半額ずつ賄われている。そのため国民年金保険

料が全額免除された場合、免除期間に対応する年金額は保険料を全額納めた場合の半額となる*2。保険

料を全額納めた場合と同額の年金を得るためには、免除後10年以内に保険料を納める必要がある*3。 

 厚生年金の標準報酬月額が引き下げられると、月々の保険料は標準報酬月額×18.3％（これを労使

折半）なので、給与から引き去られる保険料が下がる。これと同時に、将来の厚生年金額（２階部分）

は現役時代を通算した平均の標準報酬額に比例するため、標準報酬月額が引下げられると、それに応

じて平均標準報酬額が減り、将来の厚生年金額が低下する要因となる。給与の水準がある程度回復す

ると翌月から標準報酬月額が引き上げられるが、国民年金保険料の追納のように引き下げられていた

期間を埋め戻すことは出来ない。 

 図表１ 公的年金制度におけるコロナ禍への対応 

 

 (注１) 参考の2021.9末の欄は2021.8末の値を記載（2021.9末の値が未公表のため）。 

 (資料) 社会保障審議会 年金事業管理部会 資料、厚生労働省 事業月報 

受付開始 適用数(概数）

2020.9末 2021.3末 2021.9末

国民年金保険料の免除等の臨時特例 2020.05.01 16.4万件 32万件 54.4万件

8.6万事業所 9.8万事業所

5800億円 9700億円

2.2万事業所 2.7万事業所 2.9万事業所

34.5万人 45.3万人 50.2万人

障害状態確認届(診断書)の提出期限延長 2020.04.28 不詳 不詳 不詳

(参考) 規模感の指標(概数)

国民年金の第１号被保険者 － 1,409万人 1,431万人 (1,386万人)

国民年金保険料の免除・猶予者(産前産後以外) － 538万人 645万人 (528万人)

厚生年金(第１号被保険者)の適用事業所数 － 247万事業所 251万事業所 (255万事業所)

厚生年金(第１号被保険者)の人数 － 4,070万人 4,047万人 (4,093万人)

厚生年金(第１号被保険者)の標準報酬月額の平均 － 312,967円 313,099円 (313,644円)

2020.06.26厚生年金の標準報酬月額の特例改定

2020.04.30厚生年金保険料等の納付猶予の特例 終了


